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④④機機構構図図（（令令和和８８年年４４月月１１日日現現在在））

平成２７年

議　　　　長 副議長

うち一般行政関係

6600 歳）

213

党　派　別

②②議議会会（（令令和和８８年年５５月月１１日日現現在在））

石山　淳

人人

國井　豊

任 期 令和10年9月21日

任　　　　期

（人）

国勢調査

平成２２年

18,328

（R3.1.1～12.31）

1,232

22,702

％

170

農業就業人口

年間販売額 

事業所数

263

事業所数 従業者数

87,719

37

99,335

農家数

1.2

9,448

製造業

88.3第３次 ％

7,926

16,886

②②産産業業構構造造

区分

(百万円・人）

④④有有権権者者数数（（令令和和８８年年３３月月２２日日現現在在））

世帯数

市町村内
総生産 993 億円

住民所得

人口1人当り住民所得

総生産額（令和５年度）

8,607 7,198

7,021

525 億円

老齢人口割合

⑤⑤老老齢齢人人口口割割合合

14,316

6,661

男

1,056

68.3

従業者数

5.8

就業人口（令和２年国調）

①①生生産産・・所所得得（（令令和和５５年年度度））

6,596

15,715

6,715

（（RR８８..１１..１１住住基基人人口口））

有権者数

（令和８年４月１日）

＜＜産産業業・・経経済済＞＞

令和２年

7,789

12,554

計女

人
口

9,419

合計

8,279 7,118

％35.4

男

〈町　長〉―〈副町長〉―
秘書広報課
まちづくり推進課
総   務   課
税   務   課
住   民   課
福   祉   課
こ ど も 課
健康増進課
生活環境課
都市建設課
上下水道課
農林水産課
商工観光課
〈会計管理者〉―
会   計   課
〈議会〉―
議会事務局
〈教育長〉―
学校教育課
生涯学習課
教育センター、青少年センター
〈消防長〉
消防総務課
火災警防課
消 　防　 署
〈行政委員会〉―
選挙管理委員会事務局、監査委員事務局、
農業委員会事務局、公平委員会事務局、
固定資産評価審査委員会事務局

第２次

6,296

はまぐり、しらす、活魚、あんこう料理、芋焼酎、日の出米、
塩、大洗ブランド認証品（計39品目）

④④特特産産物物

主業農家数

％

7,555

226

6,258

（令和４年６月１日）

（令和６年６月１日）

（令和２年２月１日）

（R5.1.1～12.31）

1,054206 15,990

％25.9

（戸・事業所・人・百万円）

42

卸・小売業

製造品出荷額等

農業

3,501 千円

③③農農業業・・工工業業・・商商業業

第１次

－総額・総数

5,161 ％

1,9549.5

440％

－

就任回数 期目

現議員数

副町長

全職員数 公営事業
会計関係

面積

info@town.oarai.lg.jp

〈 ＦＡＸ 〉

①①沿沿革革

令和9年11月2日 12

〈 ＴＥＬ 〉

＜＜行行政政組組織織＞＞

〈 Ｈ Ｐ 〉

①①長長等等（（令令和和８８年年５５月月１１日日現現在在））

飯田　英樹

昭和29年11月３日　合併
磯浜町　大貫町
昭和30年７月23日　編入
夏海村

〒

21

令和5年4月1日

③③人人口口・・世世帯帯数数

　大洗町は、茨城県の太平洋岸（鹿島灘）のほぼ中央にあ
り、東茨城郡の東端に位置する。東京からは約100km、県
都水戸市の中心部（水戸駅）から東南に11㎞、面積23.89㎢
であり、古くから漁業と観光の町として栄え、日本三大民謡
の一つ｢磯節｣の発祥地で白砂青松の景勝地として知られ、
太平洋に面した美しい海岸線を有する町である。

143

常住人口

③③職職員員数数（（令令和和７７年年４４月月１１日日現現在在））

自民２人、公明１人、共産１人、無所属８人

普通会計関係

234

一般行政職の
平均給料月額

全職員数
の  推  移

令和6年4月1日

地域手当
補正後
ラス指数

95.6 95.63,236

233

令和4年4月1日

ラスパイレ
ス指数

百円

229

区分

8,909

311-1392

Ⅳ－２類型

〈 住所 〉

町章

法人番号

083097 23.89

029-266-3577

ｋ㎡

東茨城郡大洗町磯浜町6881番地の275 都市開発

地域指定 一部事務組合加入事業

大大洗洗町町（（おおおおああららいいままちち））

法適用（上水　公共下
水）
法非適用（市場）

地方公共
団体コ－ド

〈e-mail〉

し尿　ごみ　退職手当　消防賞じゅつ
金　交通共済　消防災害補償　非常
勤公務災害　市町村会館管理　滞
納処分等　ごみ処理広域化

条例定数

長

029-267-5111
http://www.town.oarai.lg.jp/

＜＜概概要要＞＞

関　清一

くにい　ゆたか

②②地地勢勢・・風風土土等等

12

68



3

図書館

123

△ 6

13.4

250

119

－

147

②②今今後後のの主主要要課課題題・・特特色色ああるる行行政政等等

内　　　容

大洗町のイメージアップと地域活性化
のため、大洗のまつり実行委員会に
よる各種イベント（大洗海上花火大
会、商工感謝祭＆大洗あんこう祭りな
ど）を開催する。

道路舗装率か所

％

R8
水道施設更新事
業

91.0

％

汚水処理普及率 ％85.2

842R8
新消防庁舎建設
事業

22.0道路改良率

0

認定こども園 ※１ 園

か所公民館等

戸

％

概　 算
事業費

町の災害対策の中枢を担う消防本部
機能を津波浸水区域外への移転に向
け、造成工事等を実施する。

-

140

）

校

151,386

5.1 ）5.3(

0

中学校 ※１

0

小学校 ※１

2

△ 0.6

3.4

①①主主要要施施策策実実施施状状況況

18.1

39.2

国の交付金を活用し、水道施設（配管
等）の更新を図る。

名　　称 期間

51.2

112

△ 1145.9 △ 15.2

188.0

（百万円）

＜＜主主要要施施策策等等＞＞

△ 0.7

2

94.6上水道等普及率346公営住宅

7.7

3.0

形式収支

歳　　出

361,407

実質単年度収支

実質収支

11

決算額

2,828

－11,316 359

構成比

地方税

区　　分

-

445,277441,241 -

3.410,515,295

△ 13,872 -△ 202,249

375,543

△ 14,136

増減率

3.3

＜＜財財政政状状況況＞＞

①①決決算算収収支支

区分 令和５年度決算

10,870,618

10,956,536

（千円・％）

11,315,895歳　　入

令和６年度決算

単年度収支

1,512

0.2

△ 78

△ 23

15.9

5813.4

4.2

②②主主なな歳歳入入・・歳歳出出（（令令和和６６年年度度））

歳歳　　　　　　入入

増減額

25.0

△ 202,254

地方交付税

地方債

1,406扶助費

1,969

4,263

41.5 317

5.9

356

4,699

歳歳　　　　　　出出

うち繰入金

△ 9

8.2888

12.9

95.5

1

プ－ル

体育館

か所

0

[97.4]

1,560,900

150,174

児童館

＜＜公公共共施施設設整整備備状状況況＞＞（（令令和和６６年年度度））

2,827,538

2

1,641,466

市町村民税・法人
（構成比）

99.2

[98.8]

95.1

[97.4]55.2 ）

※１は令和７年度
　 道路改良率・舗装率は令和５年度

か所

か所

10,871

その他

1,803

474

国庫支出金

うち臨財債 20

2,959,764

（

固定資産税
（構成比）

か所保育所 ※１

(

666

1△ 53.5

51

か所

（

）

28.3

7.2

55.5

校

（千円・％）

徴収率
[  ]は県平均値

752,728

収入額

( 26.6 ）

95.7

[97.0]

④④市市町町村村税税のの状状況況（（令令和和６６年年度度））

調定額区分

26.6

市町村民税・個人
（構成比）

786,605

（ ）

10

1

0.4

増減率

老人福祉施設

市町村税合計
（国保除く）

（百万円・％）

3.3

4.0

△ 4.1

12.1

病院・一般診療所

幼稚園 ※１ 園

校義務教育学校 ※１

10

か所

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均、それ以外は単純平均

うち繰出金

5,567

6,747

[6.7]

③③主主要要指指標標（（令令和和６６年年度度））

8.3

百万円

8.5

百万円

百万円積立金現在高（C) 2,060

125

69

年間イベント事業

160 21.6

＜主要課題＞
　・人口減少・少子高齢化への対応
　・防災集団移転促進事業等の防災・減災対策
　・上下水道等のインフラ整備
　・新消防庁舎の整備
　・広域ごみ処理施設の整備
　・老朽化した公共施設や小中学校の統廃合
　・ふるさと納税による地場産業の振興と自主財源の確保

＜特色ある行政＞
　・海を活かした観光振興
　・ひたちなか・大洗リゾート構想への取り組み
　・国内外クルーズ客船の受入
　・英語教育の推進
　・原子力関係機関との連携

2.2

503

52

英語教育推進事
業 R8

R8

町内保育施設や学童保育、各小中学校
に外国語活動員や外国語指導助手を配
置するとともに、フィリピンの講師とオンラ
インで行う英会話を実施するなど、英語
教育の充実を図る。

ふるさと納税事業 R8

地場産品の流通促進を行う地域経済
活性化と町の財源確保として、ふるさ
と納税事業の更なる拡充を図り、産地
PRや事業者の売上増を目指す。

※１　（　）は早期健全化基準、[  ]は県平均値

％

標準財政規模（令和７年度）

％

0.651

235

[5,771]

[17,283]百万円

[0.666]

42

将来にわたる財政負担（D=A＋B-C)

・・普普通通会会計計にに関関すするる主主なな指指標標

将来負担比率

地方債現在高（A)

債務負担行為支出予定額（B)

[7,792]

[93.0]

％

[23,010]百万円

92.9

その他の経費

( 25.0 )実質公債費比率

4,833

8,765

財政力指数（令和７年度）

12.19.6

637

3.5うち単独

うち補助

1,041 9.6

経常収支比率

(15.00 )

-

普通建設事業費

902

383

・・健健全全化化判判断断基基準準

[27.8]

[25,031]

( 350.0 )

-

連結実質赤字比率

69.5

実質赤字比率

(20.00 )％

％

公債費

投資的経費

義務的経費

1,041

人件費

69


